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生鮮肉の選好構造に関する  

ノンパラメトリック分析  

澤出  芋1  

（受理：1989年11月30日）  

NonparametricAnalysisoftheStructureof   

Household PreferenceforFreshMeat  
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摘  要  

選好の分離可能性は，それが2段階支出配分発1段階で決定された財グループ支出が個別の  

財の購入に更に配分されるを含意するため，実証的簡要分析において非常に有用な概念である。  

グループ内の特定の財の需要は当該グループに含まれる財の価格とグループ全体への支出額にだ  
け依存するから，需要関数計測に伴う測定上およぴデータ収集上の問題はかなりの程度軽減され  

うるn   

本稿では，肉類消費に関するわが国家計の一人当たり年次データを吟味して，生鮮魚介・肉類  

が他の財から分離可能であるかどうか検証をおこなう。ノンパラメトリック・アプローチを適用  

した分析の結果生鮮魚介・肉掛ま他のいくつかの財群とともに分離可能とみなせることが明ら  
かにされる。この様にいくつかの財群について分離可能性が受容されるのはノンパラメトリック・  

テストの低い検出力に拠るのかもしれないが，わが国家計の生鮮肉消費パターンが生鮮魚介・肉  

執こ含まれる財の価格と生鮮魚介・肉類への総支出額だけで説明可能であることは確かである。  

生鮮魚介・肉類と他の財の間の強分離可能性もテストされるが，その成立は立証されない。   

キーワード：生鮮肉需要，分離可能性，2段階支出配分，強分離可能性，ノンパラメトリック・  

テスト  

魚介・肉類5費目のみについて定義されるweIトk－  

havcdな効用関数も存在することを見出した。このこ  

とは．データの背後に想定きれる効用関数において生  

鮮魚介・肉類の各費目がその他の財から分離可能であ  
ることを示唆しているが．そこでの結果は分離可能性  

の必要条件をデ←タが満たしていることを確認したに  

緒  言  

聾者は前報卵において，わが国家計の一人当たり消費  

支出を，生鮮魚介，判札 豚肉．矧礼 鯨肉，その他  

の財，の6費目に分割したとき．全6費目のデー一夕を  

理論的に根拠づける安定的な効用関数とともに，生鮮  
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とどまる。   

そこ瑚は，わが国家計の一人当たり滑賛支出デ  

ータを生成する効用関数において生鮮魚介・肉顆の各  
費目がその他の財から分臆可能であるかどう恥 ノン  
パラメトリック・アプロ←チにより検証し，生鮮肉に  

関する家計の選好構造を明らかにすることを目的とし  
た巾   
ノンパラメトリック・アプローチは効用関数に特定  
の蘭敷型を傭憲せず，分紐可酸性成立のための必要十  

牙条件拳固寮データから直接的にテストする点でi従  

来のパラメトリック・アプローチり徒比べ理論的軽便れ  
た検証方法である．。というのもパラメトリック・アプ  

ローチを採用するならば，或る関数型に特定化きれた  

効用関数パラメータを観察データから推定レ，それら  

のパラメ一夕推定値が分離可能性の要請する制約条件  
を満たすか密か統計学的に検定する．という正にその  

方法ゆえに研究者は検定したい分離可能性僻と効用  
関数の関数型に節する准将仮説から成る結合仮説をテ  
ストせぎるを得ず，別の節用開戦型を節操した場合に  

も同一の検証路臭が得られるかという閤腐が常に村尋  
まとうからである㌔  

方  法   

消費対象となる財軋、生鮮魚介田丸牛肉（BF㍉  

豚肉（PK），．鶏肉（CN），領内（WM），その他の財（（〕G），  

の6種類とし．それぞれについで一人当り購入量と価  

格に関するTカ年の観察傾が与えられているものとす  

る。tl考案i年のFH．BF，PK，CN，WMに関する  

購入量と価格のベクトルを，Ⅹ1p－，伊；の購入量と価  

格を，y－，d▲と表記する。このとき，観察ヂ←夕を購入  

量と価格の二つの集合（x－．p】〉．，（〉7－，ql），i＝1，‥‥Tに  

分勧した場合，  

≠（Ⅹ，y）ニ・如頗）．y）  （1）  

となるような，部分効用関数uと，uに関して厳密な増  

加蘭教であるマクロ関数gが存在するならば，財グル  

ープ湛はyから分礫可能であるとし1う。   

分離可能性（1）が成立するための必要十分条件（SC）  

は，連立不等式  

在することであることが知られているり01。  

本稿ではデータが（SC）を満たすかどうか次の手憤   

で検認した：前額ヤにおいて，データ（Ⅹ－，pり ぼ顕示  

遠野の一般化公理（（kneraliヱedÅxi8mt）rRtlVealed   

Prek陀nCe：GARP）刷を満たすことを確認している。  

このことはほ．1）式を解くU】，え1＞0が必ず存在するこ   

とを意味する1・㌔そこでVar血lり）のAlg餅itllm3に依   

拠したコンピュータ演算によってしJ⊥．入■を実牒に計算  

して求め，推計されたU＼〟のもとで（2．2）式を解く   

G≡，〆が存在する可能性を，（2．2）式と同僚な仮頭岬：  

データ（Ulゾ；l／1－，qり，i＝1，．．りT  

はGARPを満たす   

をテスご卜することにより間肇的にチェックした。なお．   

GARP仮説の検証手続は前報畠）と同じである。  

デ  ー   タ  

前酢で用いた2樺顆の全国・全世帯平均一人当たり   

購入量t価格データを分析に供した。データ・ソース   

はF家計調査年軌（品目分類）およぴ一滴費名物価指   

数年軌の各年版で，FH†BF，PK，CN，WMの帝   

人屋と価格に，一方のデータは当該品目の年間一人当   

たり購入数豊と単位数豊当たり平均購入価格を，もう   

「帰げ一夕は当該品目に対する年間一人当たり支出   
金徽を当該品臼価格指数で降した実質購入金額と当該  
品目の価格指数を採用した。なお，いずれのデュタも   

OGの購入量と価格には，生鮮魚介・肉類支出以外の年   

間一人当たり消費支出金額を消費者解合物価指数で実   
質化した索質消費支出金観と消費者鹿合物価指数を充   
てた。対象期間は，嚢計調査において全国調査が1963   

年から開始きれていること，1躯5年以晩生鮮肉額の   

支出調査項目に「合いぴき困」が新設きれたことに伴  
いBlγ，PKの購入量にそれ以前の統計数字と不連続が   

生じていることを考慮して，1963年から1鱒4年までの  

22年間とした。  

頗果と 考轟  

生鮮魚介・肉類各費白のそ′の他の財からの分離可能   
性をテストした結果を第1哀楽1行，2行に示す。分   

析に供した2種類のデータのいずれにつも〕ても，連立  

不等式（2．1）を解くUl，入≡の系列とその他の財の隣   

人卦価格系列はマクロ関数gに関するGARPを」度  

も破らなかった。このことは連立不等式（2．1），（2．2）   

を同時に満たすU†，Gl康；よが1↓，〆が存在すること   

5D－   

（2．1）  Ul十1甘（又∫－Ⅹt）≧Uj  

G【十（〆／入り（U∫－Uり   

＋〃1q【（yJ－yり≧Gj   （2．2〕  

fori，j＝1，‥．，T  

を満たす仇G■および入】＞0，〆＞0，i＝1，…，Tが存  
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という関数型り効用関数で表される，というものであ  

る。ただし，Ⅹ「は財rの購入史を示す。効用関数（4）の  

もとでは第1表にリストきれた分離可障世のいずれも  

が成立することは自明であろう。  

効用関数が（射式の構造をもつための必要十分条件を  

データが満たすかノンパラメトリックにテストするに  
は大規模な非線型最適化間短を解かねばならず，数値   

計算上かなりの困難をともなう4一。そのため本稿で射）   

式成立のための必要条件一隻軍規介・肉類の部分効用   
関数rは（BF，PK，CN），FH，ⅥⅧⅠに関して強分離   

可能である－をテストすることによって，仮説（4Jの妥  

当性を検証した。  

DiewertandParkannによれば親分離可能性：  

さ二†（ul（xlけu2（Ⅹ～）＋uヨ（x三））  （5）  

ただし，≠：部分効用水準  

x上＝（Ⅹ肝★勘．K，X。Y）  

Ⅹz＝x】‖；又ユーXIIM   

が成立するための必要十分条件（SSC）は，連立不等式  

tTk－＋1’pk】（xk】Ⅹkl）≧Ukj  （6）  

fork＝1．2，3；i，j＝1，…，T   

を解くUh】および1＞0，k－1，2，3；i二】、，…，Tが存   

在することである。ただし，pk－はxk■に対応する価格   

（ベクトル）である。連電不等式（6）は未知数Uk■，入■に   

ついて線型だから，（SS（：）の検証は線型計画問題  

（Ll，SSC）：  

min∑」∑j∑k軋】j  

Subjectt（1  

軋－」＝tJkjU∴」才＋1）pkl（xkjⅩk▲）＋Sk一  

and  

＄kLJ≧仇S－，」≧0，Ukl≧0，T」≧O  

fork＝1，2，3；i，j＝1，‥．，T   

の目的関数傾がF限値ゼロに到達するか吟味すること  

により行った。  

第2衰勢】行，2行に強分離可能性（5）の検証結束を   

示す。購入数量・平均価格データを用いて線型計画問   

題（LPSSC）を解いたときの目的関数値は3．6806とゼ   

ロより大であった。このことは軋り，（j＝1，2，3；i，j＝   

1，…T）の最適値のうち少なくともつは正価であるこ   

とを意味するから，データは連立不等式（8）の少なくと   

も一式を満足しない。こうして当該データを理論的に   

根拠づける効用関数において生鮮魚介・肉敷こ関する   
部分効用関数は（5）式のような強分群構造ではないこと   

が確かめられたので理論仮説（4）は棄却きれた。実質購   

51一   

を意味して磨り，テ」夕を理論的に根拠づける効用関  

数において（FH，BF，PIこ，CN，ⅥrれⅠ）はOGから  

分離可能であることが確かめられた。   

分離可能性の概念は需要理論における2段階支出配  

分の考え方家計は先ず，所得を財のいくつかのグル  

ープ間に配分した後，各グループに対する所与の支出  

額を当該グループに含まれる財の相対価格に基づいて，  

グループ内の各財に振り分ける－ヒ密接に関連するこ  

とが知られていろので3），この検証結果は対象データが，  

あたかも家計の①所得（1）の生鮮魚介・肉類グノレープ  

とその他の財への配分，⑦総生鮮魚介・肉類支出額（Z）  

の生鮮魚介・肉類各費目への配分，という階層的支出  

配分行動から生成されたようにモデル化して分析を行  
っても良いことを含意している。換言すればFH，PK，  

CN，W～Ⅰの需要関数を  

Z＝h（p，q，Ⅰ）  （3．1）  

又．二nlr（p，Z）for ドFli．BF．PK．CN．Ⅵ■M  

（3．2）  

汐〕2段階に定式化することが許される。特に，グルー  

プ内密要関数（3．2）の計測には生鮮魚介・肉類以外の  

財の購入草・価格に関する情報を必要としないから，  

われわれは需要関数を計測する際，統計的自由度の低  

下や多重英領件の発生を黄d、限にくいとめて，安定的  

な弾力性推定伸を得ることカ皇期待できる。   

ところで，（FH，BF，PK，CN，WM）のOGから  

の分離可能性は対象データが顕示する唯一の分離可能  
性だろうか。それ以外の選好構造もデータから正当化  

きれることはないのだろうか。この点を調べるために，  

考えられるいくつかの財グループについて分離可能性  
の検証を試みたっわれわれの検証結果軋 テストした  
全ての財グループがそれ以外の財群から分離刊儲とみ  
なすことができることを示した（第1表第3行以下）：  

（BF，PK，CN，WM）は（FII，〔）G）から，（BF，  

PK、CM は（FH，WM，OG）から分離可能であっ  

たし，（FH，W㍉1）と（BF．PE，CN）は互いに分許  

可能で．しかもOGからも分離可能であった。要する  

に，分析に供したデータは第1表に示されたオルタナ  

ティブな効用関数のどれによっても理論的に根拠づけ  
られることが判明した。   

これらの結果を整合的に説明するつの理論仮説は，  

家計の選好が  
≠（x，〉′）＝gげ（u、（x。「，X。K，Ⅹ。N）＋  

u2（x川）Iu。（Ⅹ“7Ⅵ）），シう  （4）  
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T8blel．Re軋ItsofNon脚ー叩Ie亡rit：T朗tSOfSeparabi批y：A上】Japan（All‡iousehqld）P町Capita  
Data1963一別  

266  

Number（lfりbまⅣations Nl】mberdfob鹿Ⅳ良伝8nS  
Data on  

匪IC飴 quantiti毛S  
蝕parablestruct叫e  Viぬtj咤GARPbりor violatingGAIミP、for  

Subutilityfu爪Ction（s）  rnacrofunctjon  

g（u（F軋召F．PX，CN， AYera麗e ′Amountof  
WM），OG）且）  pパce  purchase  

Consumer E嵐penditures  
price  irICO11Stant  

iri鹿Ⅹ  yenS   

g（Ⅵ（B軋呪CN，WM），Average Am8untOf  
FIl，OG）  prlンCe  pprdはSe  

Consnmer Expend主tur麗  
pnce  in亡0Ⅰ協taれt  

index  yens  

A瀬age Amoumい∋f  

Price  pumha率   

Cbnsu爪er Expenditures  
pric虐   inco¶Stant  

index  yens   

Aveねge Amounト誠  

price  purcぬSe   

CorlSumer Expenditures  

pdce  in、COn就aIlt  

index  yer鵜  

g（u（BF，PK，CN），F玖  
WM，8G）  

0  

O foru（．）  
n foTV（．）   

O fりr11（ 
O fIIry（．）  

g（u（FIl，WM），Ⅴ（BF，  

PK－CN）．OG）  

‰urce：CひmPutationbytheauthor 
Note：さ）F札BF，PX，CN，WM也ndOGdenntesfre血鮎h＆shel】．bef，pO叱Chicken，Wllalefne軋ahdぬer  

酌Ods、reS揮Ctively 
b〕GARPimpliestli巴generaIizedaxi8m・3fTeV餌IedpTモferen紙  

限界があったのかもしれない。  

しかし，このこと軋 パラメトリックーテストがノ   

ンパラメトリック・テストよりも正確に「其」の選好   
構造を識別できる，ということ恕意味するものではな  

い。検出力の問題は方法よりもむしろ観察データ昌と関   

係がある。美質支出額の変化が相対価格変化を凌駕す   

るならば，実質支出額が比較的安定している場合に比   

し，「裏」の選好構造は顕示されにくいであろう。これ  

はパラメトリック・テスト，ノンパラメトリック・テ  

ストのどちらにもいえる。  

さて，ー真」の選好構造－これ自体i客観的に存在す  

る、とはいえないが－がどのようなものであれ 対象デ  

ータは生鮮魚介・肉類に閻する2段楷支出配分行動を   

想定してうまく説明できることが明らかにされたわけ   

さ」－－   

入金額・価格指数データについてあ同様艦仮蘭（4は受  

容きれなかった。   

そこで，観察デ【タと矛盾しない相異なる選好構造  

を見出した理由を別の観点から考えねばならないが．  

有力な理由としでノンパラメトリック・テストの検出  
力の親題を挙lアることができる。つまり，対象とした  

データが高度成長期を含む長期牛膝系列ヂ一夕である 
ため，菜質消費支出金額の成長が相対価格め変化を圧  

倒すると同時に，捷許されたUt，11の系列が強いトレ  

ンド、を示し，テストきれたどの分離構造にぉいてか各  

年のオブザぺ－ションが以前の殆どのオブサベージョ  

ンに；灯して茎好きれることが顕示される結果ヒなった臥  

したがうて部分効用閑散・マクロ関数に関するGAIモP  

のチェツタかち1真」の選好機造を選び出すことには  
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Table2，ResultsofNonparametricTestsofStrongSeparability：AllJapan（AllHousdlOId）Per  
CapitaData1963朗  

26丁  

Optimalvalueoftheobiective  
Data on 

PrlCeS quantlties  
SeparablesLmctl止e  function of thelinear pr【）－  

grammil唱prObIem（LPSSC）  

f（u．（BF．PR，CN）＋u2（FH）＋u，（WM））且）  Average Amount of 
price  purchase   

Comsumer Expendjt11reS  

prjce  in constant 

jndex  yens   

Average Amount of 

price  purchase   

Consumer Expenditures  

pTice  in constant 

indモⅩ  〉renS   

Average Amo11rLtOf  

price  purc如康   

Consumer Expenditures  

Price  in constant 

jndex  yen5   

Aver喝e Amountof  

price  purchase   

Consumer Expenditures  

pr‡ce  incoTIStant  
index yens  

3．680（；  

0．8285  

g（u（FH，BF．PK，CN，WM）＋v（OG））  
5．4932  

17．086Z  

g（u（BF，PK，CN，WM）－V（FH，OG））  0，8679  

5．7156  

g（u（BF，PK，CN）＋v（FH，WM，OG））  
3＿6763  

8，8296  

So11rCe：Ct〉mPlltationbytheauthor 
Note：a）Fli，BF，PK，CN，WMandOGdenotesfreshfi＄h＆dleIl，beef，p〔〉rk，Chicken，Whalemeat，andotheT  

goods，reSpeCtively 

だが，澤田7】ほ肉類需要の代替関係を数量的に解明する  

ために，1956年から1970年の都市家計一人当たり購入  

数皇・平均価格デニタを磨いてロッテルダム塑⇒】の生鮮  
魚介・肉類グループ内需零関数を実際に計測している。  

披は予め生鮮魚介■肉渾のその他の財からの分離可能  
性を前提して計量分析を行ったが，本稿の検証結果は  

その妥当性を支持するものといえよう。しかし，綾が  

通常の価格・所得弾力性を推計するために配分関数（3．  

1）式を計測する際仮定した財グループ間の強分離可能  

性は，われわれのデータでは成立しなかった（第2表  

第3行，4行）。分析期間・対象が異なるため断定はで  

きな′いが，効用関数の強分離可能性の仮定は妥当しな  

い可能性が強い。   

財グループ間の親分醜可能性は，分離可能性の検証  

を実施した財の他の組合せについても棄却きれた（第  

2衷弟5行以下」したがって，2段階支出配分モデル  

における第1段階の財グル←プ開所得配分開戦は，ロ  

ッテルダム型の定式化を行う場合，全ての財グループ  

のDivisia価格指数とFri血価格指数を組み込んだ特  

定化をしなけれぽ，いわゆるモデル特定上の要りのた  

めに弾力性推定値にバイアスを生じ，需要構造の的確  

な把捉が困難になるであろう。こうした事態を回避す  

るためにも，パラメトリックな需要関数モデルの計測  

に先立って，予めモデノレの前程する選好構造の妥当性  

をノンパラメトリックにテストすることが望まれる。  
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